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序     文 

 

 現在、フィリピン国では、既に IT 技術はある程度浸透しており、官公庁や企業でもコンピュー

タが使用されています。しかし、その IT 産業構造を見ると、比較的容易な労働集約的なハードウ

ェアの製造・組立てに集中している傾向があり、先進国の景気動向に大きく左右されています。

そのためフィリピン国では、高付加価値のあるソフトウェア産業への転換を図っていますが、全

体的な IT 技術者の技術レベルの低さから、容易には進んでおりません。教育機関で育成される

IT 技術者の技術レベルと、IT 企業で実践的業務を行う IT 技術者のギャップがあると言われてお

り、教育機関における高度な IT 人材育成が求められています。 

 このような認識の下、フィリピン国政府は、高度な IT エンジニア育成のための教育機関設置を

目的とする技術協力プロジェクトの実施についてわが国に支援を要請してきました。 

 当機構はこの要請を受け、事前評価調査を行った結果、フィリピン大学に IT 研修センター

（UP-ITTC）を設置し、UP-ITTC が実施する産業界のニーズに合った人材の育成に係る技術移転を

実施することとしました。具体的には、コアパート、アプリケーション開発、エンベデッドシス

テム、ネットワークシステムなど高度 IT エンジニアが必要とする知識を学べる研修コースを、フ

ィリピン側講師自身によって、設計、実施できる体制を整えるための支援です。 

 この調査結果を踏まえ、2004 年 7 月に討議議事録（R/D）を署名交換し、プロジェクト期間を 4

年として本プロジェクトを開始しました。 

 2006 年 6 月、本プロジェクト期間の前半 2年が経過するのを機に、これまでの協力の成果を確

認し、後半の活動計画を必要に応じて見直すことを目的とした運営指導（中間評価）調査団を派

遣いたしました。本報告書はその調査結果を取りまとめたものです。 

 ここに日頃のプロジェクトの実施に関し、また今回の中間評価調査団の派遣にあたり、ご協力

いただいた日本、フィリピン両国関係者に対し、深甚な謝意を表すとともに、引き続きのご支援

をよろしくお願い申し上げます。 

  

 

2006 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

部長 岡崎 有二 
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第 1章 運営指導調査団（中間評価）派遣 

1-1調査団派遣の経緯と目的 
フィリピン国（以下「フィ」国）では「21 世紀に向けたフィリピン国家開発計画」の一環とし

て、国家情報技術審議会によって「21 世紀に向けた IT 行動計画」が作成され、情報技術分野に

おける期待、プログラムや事業活動等に関する提言がなされた。フィリピン国立大学は独自の科

学技術パーク事業の一環として、工学系大卒者を対象としてより高度かつ実践的な IT 人材を育成

することを目的とする IT 研修センター／リクルートセンター計画を立案、本国家 IT 計画の実現

を促進しようとしている。 

 このような状況の下、「フィ」国政府は我が国に対し、2001 年 4 月にフィリピン大学 IT 研修セ

ンター（UP-ITTC）設立のための技術協力プロジェクトと無償資金協力の要請を行った。 

 この要請を受け、2002 年 4 月に要請内容の調査ならびに確認のためにプロジェクト形成調査団

を派遣した。2002 年 3 月から 8月まで企画調査員を派遣し研修内容や研修センターの規模につい

ての提案を行った。また、2003 年 3 月に基礎調査団を派遣し、技術協力プロジェクト部分にかか

る要請内容の確認を行った。その結果、プロジェクト実施の必要性と妥当性が高いと判断され、

無償資金協力に先立って技術協力プロジェクトが採択された。 

 プロジェクトは、プロジェクト期間を 4 年として 2004 年 7 月 20 日から開始したが、無償資金

協力については現在「フィ」国に対しては見合わせ中であり、技術協力プロジェクトのみ先行し

て行うこととなった。プロジェクトは、UP-ITTC が PhilNITS（我が国の情報処理技術者試験のフ

ィリピン版）-FE（基本情報処理技術者試験）向け指導を受講者に行えるようになり、UP-ITTC が

組織として独立できる事を目的としている。現在、4 人の長期専門家（チーフアドバイザ、業務

調整/IT 技術、研修コース企画開発/研修運営、IT 研修機関マネジメント及び産業界との連携）が

現地で活動を続けており、また技術面の移転は 3回にわたる短期専門家により実施された。 

 本調査の目的は、プロジェクト協力開始からプロジェクト期間の半分の約 2年が経過する 2006

年 6 月下旬から 7 月上旬に向けて、PDM 及び計画活動に基づき、プロジェクトの投入実績、活動

実績、計画達成度を調査・確認し、問題点を整理するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、「フィ」国側関係者及びプロジェクトチームとと

もに合同中間評価を行い、プロジェクト目標達成を視野に入れた今後の活動方針を協議、再確認

し、必要に応じプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）等の改訂を検討した。 

 

1-2 主要調査項目 
 本調査団における主要調査項目・協議事項は次の通りである。 

（1）中間評価の実施 

 1）プロジェクトの実施体制 

 2）これまでの日本・フィリピン側双方の投入実績 

 3）これまでの技術移転の成果 

 4）評価 5項目の観点からのプロジェクトの評価 

（2）プロジェクト後半の活動計画の確認 

 1）PDM の見直し 

 2）計画管理諸表の見直し 
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 3）今後の投入計画及び活動計画の検討 

 

1-3 調査団構成 
本調査団は、総括をはじめとし、教育工学、情報工学等を担当する以下の 5名で構成した。 

氏 名 担 当 所  属 

合田 ノゾム 総括 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 

西原 明法 教育工学 東京工業大学 教育工学開発センター 教授 

西崎 真也 情報工学 東京工業大学 大学院情報理工学研究科 計算工学専攻 助教授 

岩瀬 信久 評価分析 有限会社アイエムジー パートナー 

末兼 賢太郎 運営企画 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 JICA-Net チーム 

 

1-4 調査日程 

月 日 曜日  教育工学 運営企画 総括 情報工学 評価分析 

AM     6 月 25 日 日 

PM    マニラ着 

AM    JICA 事務所打合せ 10:00 6 月 26 日 月 

PM    C/P（フィリピン側評価チーム）

への挨拶・評価方法の説明、長

期専門家チームとの打合せ 

AM    長期専門家との面談(2 名)：質

問票回収、施設・講義視察 

6 月 27 日 火 

PM    長期専門家との面談(2 名)：質

問票回収 

AM    C/P との面談(2 名)：質問票回

収 

6 月 28 日 水 

PM    C/P との面談(4 名)：質問票回

収 

AM    C/P との面談(2 名)：質問票回

収 

6 月 29 日 木 

PM    C/P との面談(4 名)：質問票回

収 

AM    PhilNITS 訪問・面談 

ツキデン(就職先企業)との面

談 

6 月 30 日 金 

PM    NEC(就職先企業)との面談 

富士通(就職先企業)との面談 

AM    評価グリッド結果表案作成 7 月 1 日 土 

PM    評価グリッド結果表案作成 
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AM    団内打ち合わせ準備 7 月 2 日 日 

PM   マニラ着、団内打

ち合わせ 

団内打ち合わせ 

AM   

マニラ着

長期専門家チーム・C/P（フィリピン側評価チーム）

との打合せ、講義視察・講師へのインタビュー 

7 月 3 日 月 

PM  

JICA 事務所打合せ、大使館表敬訪問 

AM  主要 C/P との打合せ、C/P（フィリピン側評価チーム）との打合

せ 

7 月 4 日 火 

PM マニラ着 主要 C/P との打合せ、C/P（フィリピン側評価チーム）との打合

せ、NEDA 表敬訪問 

AM 主要 C/P との打合せ、C/P（フィリピン側評価チーム）との打合せ 7 月 5 日 水 

PM 評価結果取りまとめ、ミニッツ案作成、団内打ち合わせ、ミニッツ内容協議

AM 合同調整委員会（JCC）、アドバイザリーボード オブザーブ参加 7 月 6 日 木 

PM 評価グリッド結果表・ミニッツ案修正・内容協議 

AM ミニッツ署名 7 月 7 日 金 

PM 大使館報告、JICA 事務所報告 

AM マニラ発 7 月 8 日 土 

PM  

 

1-5 主要面談者 

訪問先 氏名 タイトル・役職 

1. 政府機関     

National Economic and 

Development Authority (NEDA) 
Mr. Jose S. Montero 

Assistant Director, Project 

Monitoring 

Commission on Higher Education 

(CHED) 
Ms. Charlie Calimlim 

Chief, Information and 

Publication Division 

Commission on Information and 

Communication Techinology 

(CICT) 

Engr. Agon Guido   

2. IT 関連（日系）企業     

 Tsukiden Software Philippines, 

Inc. 
Ms. Cecilia D. Anson 

Human Resources & Office 

Administration Manager 

 NEC Telecom Software 

Philippines, Inc. 
Ms. Gina T. Alonso 

Assistant Senior Manager, Human 

Resources & General Affairs 

 Fujitsu Philippines, Inc. 
Mr. Shigeo Tsubotani 

Mr. Atsuhiro Miki 

Chairman 

Marketing Director 
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3. カウンターパート機関（University of Philippines） 

University of Philippines (UP) Prof. Ruperto Alonzo Vice President for Development 

Information Technology Training 

Center (ITTC) 

Dr. Jaime Caro 

Ms. Antoinette Marcelo 

Mr. John Paul Petines 

Mr. Nathaniel Villanueva

Mr. Raul Baratang 

Program Director 

Network Systems Training Officer

Instructor 

Executive Assistant 

System Administrator 

4. 日本大使館     

Embassy of Japan Mr. Yoshio Kimura Trade and Commercial Attache 

5. JICA フィリピン事務所     

JICA Philippines Office 

Mr. Shozo Matsuura 

Mr. Kenzo Iwakami 

Mr. Mitsuhiro Maehara 

Resident Representative 

Duputy Resident Representative 

Assistant Resident 

Representative 

6. 日本人専門家     

Information Technology Training 

Center (ITTC) 

Mr. Nobumasa Iijima 

Mr. Akira Toyao 

Mr. Hironori Hayashi 

Mr. Yuji Ozaki 

Chief Advisor 

Industry Collaboration Expert 

Training and Curriculum Expert 

Project Coordinator 

7. その他関係機関     

 PhilNITS  
Ms. Corazon Akol 

Mr. Shinichiro Kato 

President 

Vice President 

Electoronic Industries 

Association of the Philippines, 

INC. (EIAPI) 

Mr. Victor Gruet Vice President 

JETRO Manila Mr. Masahiro Uchibori JETRO Expert 

 

1-6 評価項目・評価方法 
（1） 評価項目 

 プロジェクトの評価は、PCM 手法による 5項目により実施した。 

1） 妥当性（Relevance） 
 妥当性は、上位目標とプロジェクト目標が、受け入れ側の国の政策や社会的要請に沿うもの

であるか、また援助側の政策に沿うものであるかを評価するとともに、PDM 内の上位目標・プロ

ジェクト目標、成果（品）・活動の論理関係が妥当であるかを評価する。 

2） 有効性（Effectiveness） 
 プロジェクト目標が達成されているかを測るもので、プロジェクトの成果がどの程度プロジ

ェクト目標の達成に貢献しているかを測る。 
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3） 効率性（Efficiency） 
 プロジェクト全体としての生産性、すなわち投入が成果（品）に変換される効率を測る。（マ

ネジメントに関わる項目も効率性に大きな影響を及ぼすので、この項目で取り扱っている） 

4） インパクト（Impact） 
 プロジェクト実施の結果として、直接・間接に生じる変化で、良いものも悪いものも双方含

む。 

5） 自立発展性（Sustainability） 
 プロジェクトにより達成された良い変化が、プロジェクト終了後、総合的にどの程度持続す

ると見込まれるかを評価する。 

（2） 評価の方法 

1） 情報収集 
 本評価調査に必要な情報は、プロジェクトで作成した報告書と関係者（日本人専門家・C/P・

C/P が指導する受講生・受講生の就職企業等）とのインタビュー調査により、質問票（付属資料

4）に沿って収集した。 

2） 評価用 PDM 
 本評価調査に当たっては、評価用 PDM の必要性についてまず検討したが、最新の PDM（2004

年 11 月 22 日締結のミニッツに記載）から外部条件・各種条件の変更はほとんど無いことから、

評価用 PDM は作成せず、最新の PDM をそのまま評価に用いることにした。 

（3）5項目評価 

 最新の PDM を基に、PCM の 5 項目評価の視点により、現時点でできる範囲の評価を行った。 
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第 2章 現状および調査結果 

2-1 プロジェクトの現状・課題、対処方針および調査結果 
プロジェクトの現状・課題、対処方針および調査結果を次表に示す。 
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1-

3 
機
材
供
与

 
20

04
年
度
：
 

53
,2

08
,0

00
円

 
20

05
年
度
：
 

41
,9

35
,0

00
円

 
サ
ー
バ
ー
、
パ
ソ
コ
ン
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
成
機
器
、
関
連
ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
等
を
導
入
。

 

確
認
し
た
結
果
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
12
と
し
て
添
付

 

1-
1-

4 
現
地
業
務
費

 
20

04
年
度
：
 

9,
66

8,
00

0
円

 
20

05
年
度
：
 

3,
26

4,
,0

00
円

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
提
出
す
る
資
料
に
基
づ
き
、
取
り
ま
と

め
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
評
価
チ
ー
ム
と
の
間
で
確
認
す
る
。

確
認
し
た
結
果
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
14
と
し
て
添
付

 

1-
2 
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
投
入

 
1-

2-
1 

C
/P
の
配
置

 
合
計

14
名

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
ダ
イ
レ
ク
タ
 
１
名

 
運
営
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
チ
ー
ム
 

4
名

 
テ
ク
ニ
カ
ル
チ
ー
ム
 

3
名

 
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
チ
ー
ム

4
名

 
U

P－
IT
フ
ァ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
 

2
名

 
  

確
認
し
た
結
果
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
9
と
し
て
添
付

 

1-
2-

2 
建
物
、
施
設
、
機
材
の
提

供
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
大
学

IT
研
修
セ
ン
タ
ー
（
専
門
家
執
務
室
、
研
修
室
）

確
認
し
た
結
果
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
13
と
し
て
添
付

 
1-

2-
3 
予
算
措
置

 
20

04
年
度
：
 

0
ペ
ソ

 
20

05
年
度
：
 

6,
43

9,
04

0
ペ
ソ

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
提
出
す
る
資
料
に
基
づ
き
、
取
り
ま
と

め
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
評
価
チ
ー
ム
と
の
間
で
確
認
す
る
。

確
認
し
た
結
果
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
15
と
し
て
添
付

 

 2 
計
画
達
成
度
及
び
活
動
実
績
の
確
認

 
2-

1 
上
位
目
標
の
達
成
見
込

 
上
位
目
標
「
ビ
ジ
ネ
ス
分
野
に
お
い
て
中
心
的
に
活
躍
の
で
き
る

能
力
の
あ
る

IT
技
術
者
が
、

IT
TC
の
活
動
に
よ
り
継
続
的
に
供

給
さ
れ
る
。
」

 
 指
標

1：
毎
年

40
0
名
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の

IT
TC
卒
業
生

が
雇
用
可
能
な
状
態
に
な
る
。

 
 指
標

2：
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
卒
業
生
が

IT
産
業
界
に
お
け
る

中
心
的
エ
ン
ジ
ニ
ア
と
し
て
仕
事
に
就
く
。

 
   

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
の
普
及
に
向
け
、

U
P-

IT
TC

に
お
い
て
は
、
そ
の
実
施
に
向
け
て
取
組
ん
で
い
る

が
、
こ
の
よ
う
な

U
P-

IT
TC
の
上
位
目
標
達
成
に
向

け
た
組
織
体
制
構
築
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
等
の
取
組
み
を

調
査
し
、
必
要
な
助
言
を
行
う
。

 
 指
標
２
に
関
し
て
は
、
そ
の
具
体
的
な
指
標
を
、
中
間

評
価
に
お
い
て
検
討
す
る
。

 

指
標

1
の

40
0
人
の
数
に
つ
い
て

検
討
し
た
が
、
ミ
ニ
ッ
ツ
の

A
nn

ex
24
に
つ
け
た
よ
う
に
変
更

し
な
か
っ
た
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

2-
2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成
状
況

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
「
フ
ィ
リ
ピ
ン

IT
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
IT
研
修
を
大
学
卒
業
生
お
よ
び

IT
技
術
者
に
対
し
て
効
率
的

に
実
施
で
き
る
よ
う
に
な
る
。」

 
 指
標

1.
予
算
が
確
保
さ
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
が
安
定
的
な

活
動
が
で
き
る
。

 
 指
標

2.
10
名
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
と
、

30
名
以
上
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
が
確
保
さ
れ
、
研

修
の
計
画
・
開
発
・
実
施
が
行
え
る
よ
う
に
な
る
こ
と
。

 
 指
標

3.
80
％
以
上
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の

IT
TC
卒
業
生
が
、

IT
産
業
界
の
関
連
し
た
仕
事
を
得
る
こ
と
。

 
 指
標

4.
80
％
以
上
の
参
加
者
と
会
社
が
、
卒
業
生
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
／

IT
TC
を
高
い
価
値
で
あ
る
と
認
め
る
こ
と
。

 
 指
標

5.
IT

TC
で
の
指
導
（
研
修
）
の

25
％
が
、
民
間

IT
技
術
者

に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
こ
と
。

 

指
標

1
に
つ
い
て
は
、

U
P-

IT
TC
の
収
支
の
バ
ラ
ン

ス
、
今
後
の
運
営
見
込
み
か
ら
予
測
す
る
。

 
 指
標

2
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
の
人
材
投
入
と
、
今
後

の
運
営
見
込
み
か
ら
予
測
す
る
。

 
 指
標

3
に
つ
い
て
は
、
第
１
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス

卒
業
生
の
進
路
か
ら
予
測
す
る
。

 
 指
標

4
に
つ
い
て
は
、
第
１
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス

卒
業
生
が
就
職
し
た
会
社
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
か
ら
予

測
す
る
。

 
 指
標

5
に
つ
い
て
は
、現
在
の
運
営
状
況
と

U
P-

IT
TC

に
お
け
る
ニ
ー
ズ
か
ら
予
測
す
る
。

 
 特
に
指
標

5
に
つ
い
て
は
、
本
当
に
民
間
か
ら
呼
ば
な

け
れ
ば
い
け
な
い
事
情
が
あ
る
か
、

U
P-

IT
TC
だ
け

で
は
担
え
な
い
か
を
十
分
判
断
し
た
上
、
指
標
の
妥
当

性
に
つ
い
て
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

ミ
ニ
ッ
ツ
の

An
ne

x2
4
に
つ
け
た

よ
う
に
、
指
標

2.
 の
フ
ル
タ
イ
ム

コ
ー
ス
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
を

10
名
か
ら

4
名
に
変
更
し
た
。

 
指
標

3、
指
標

4
に
つ
い
て
も
、
そ

の
値
の
妥
当
性
に
つ
い
て
検
討
し

た
が
、
特
に
変
更
の
必
要
は
無
い

と
判
断
し
た
。

 
指
標

5
に
つ
い
て
は
、
実
際
の
現

状
に
則
し
て
い
な
い
こ
と
、
ま
た

民
間
企
業
と
の
つ
な
が
り
は
民
間

か
ら
技
術
者
を
招
く
よ
り
奨
学
金

や
雇
用
機
会
を
得
る
方
が
重
要
と

考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
項

目
を
削
除
し
た
。

 
 

2-
3 
成
果
の
達
成
度

 
2-

3-
1
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
が
設
立
さ
れ
、
機
能
が

強
化
さ
れ
る
こ
と
。

 

指
標

1.
さ
ま
ざ
ま
な
管
理
項
目
が
把
握
・
記
録
さ
れ
、
管
理
シ
ス

テ
ム
、
ス
タ
ッ
フ
、
予
算
が
確
立
す
る
。

 
 指
標

2.
研
修
の
た
め
の
人
員
、
設
備
、
機
材
と
予
算
が
適
切
に
確

保
さ
れ
る
。

 
 指
標

3.
設
置
さ
れ
た
設
備
、
機
材
の
使
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
把

握
・
記
録
さ
れ
る
こ
と
。

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
の
統
計
記
録
（
人
材
、
財
政

状
態
、
産
業
界
と
の
連
携
、
設
備
／
機
械
類
の
使
用
と

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
）
の
状
況
か
ら
、
達
成
見
込
み
を
判
断

す
る
。

 

PD
M
の
実
施
状
況
、
変
更
の
可
否

に
つ
い
て
検
討
し
た
が
、
特
に
問

題
は
見
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
。

 

2-
3-

2 
IT
コ
ア
コ
ー
ス
、
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
開
発
、
エ
ン

ベ
デ
ッ
ド
シ
ス
テ
ム
、
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
講

師
の
指
導
能
力
や
知
識
が
改
善

さ
れ
る
。

 

指
標

1.
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
技
術
的
知
識
や
能
力
が
さ
ま
ざ
ま

な
研
修
に
よ
り
改
善
さ
れ
る
。

 
 指
標

2.
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
ど
う
し
の
技
術
移
転
に
よ
り
、
カ
ウ

ン
タ
ー
パ
ー
ト
全
体
の
技
術
的
知
識
や
能
力
が
改
善
さ
れ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
の
統
計
記
録
（
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
記
録
、
技
術
移
転
の
調
査
結

果
、
参
加
者
や
産
業
界
へ
の
調
査
）
か
ら
達
成
見
込
み

を
判
断
す
る
。

 

PD
M
の
実
施
状
況
、
変
更
の
可
否

に
つ
い
て
検
討
し
た
が
、
特
に
問

題
は
見
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

 2-
3-

3 
フ
ィ
リ
ピ
ン
サ
イ
ド

が
、

IT
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
を
満

た
す
ク
オ
リ
テ
ィ
で
か
つ
持
続

可
能
な
方
法
で
、

IT
研
修
を
提

供
で
き
る
。
（
研
修
コ
ー
ス
立

案
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
研
修
教

材
・
指
導
方
法
開
発
、
内
容
改

訂
）

 

指
標

1.
総
合
研
修
プ
ラ
ン
が
作
成
さ
れ
る
。

 
 指
標

2.
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
、
研
修
教
材
、
各
コ
ー
ス
の
指
導
者
用
指

導
手
引
き
が
、
総
合
研
修
プ
ラ
ン
に
沿
っ
て
開
発
さ
れ
る
。

 
 指
標

3.
計
画
に
沿
っ
て
、
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
ズ
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

が
実
施
さ
れ
る
。

 
 指
標

4.
合
計

2,
77

5
名
が
参
加
す
る
研
修
が
実
施
さ
れ
る
。

 
20

0：
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス

 
35

0：
夜
間
コ
ー
ス

 
92

5：
パ
ー
ト
タ
イ
ム
コ
ー
ス

 
40

0：
土
曜
日
コ
ー
ス

 
90

0：
ス
ペ
シ
ャ
ル
セ
ミ
ナ
ー

 
 指
標

5.
参
加
者
の
評
価
や
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
コ
ー
ス
改

訂
が
行
わ
れ
る
。

 
 指
標

6.
評
価
ガ
イ
ド
ラ
ン
が
準
備
さ
れ
る
。

 
 指
標

7.
80
％
以
上
の
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
研
修
員
が
、
研
修
内
容

に
満
足
す
る
。

 
 指
標

8.
 フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
生
徒
の

Ph
ilN

IT
S
資
格
試
験
合

格
率
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
全
体
の
合
格
率
を
上
回
る
。

 

指
標

1.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
研
修
プ
ラ
ン
か
ら
判
断
す

る
。

 
 指
標

2.
開
発
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
教
材
、

U
P-

IT
TC
で

実
施
さ
れ
て
い
る
試
験
問
題
等
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

3.
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
記
録
か

ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

4.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
コ
ー
ス
数
と
参
加
者
数
の
記

録
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

5.
各
コ
ー
ス
の
実
施
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
結
果

が
適
切
に
反
映
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
確
認
す
る
。

 
 指
標

6.
評
価
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
適
切
に
設
定
さ
れ
て
い

る
か
、
確
認
す
る
。

 
 指
標

7.
各
コ
ー
ス
の
参
加
者
へ
の
調
査
（
ア
ン
ケ
ー
ト

結
果
等
）
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

8.
Ph

ilN
IT

S
受
験
者
の
内
部
デ
ー
タ
と
、

Ph
ilN

IT
S
公
表
デ
ー
タ
と
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

2
に
つ
い
て
は
、
実
際
に
ど
の
程
度
開
発
さ
れ
て

い
る
か
、
事
前
に
入
手
し
た
情
報
を
元
に
ヒ
ア
リ
ン

グ
、
視
察
を
行
い
、
総
合
的
に
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

指
標

4
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
実
施
状
況
か
ら
コ
ー
ス

終
了
時
点
の
目
標
達
成
見
込
み
を
適
切
に
判
断
し
、
必

要
が
あ
れ
ば
指
標
の
変
更
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

指
標

2
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
に
つ

い
て
は
。
お
お
よ
そ
予
定
通
り
実

施
さ
れ
て
い
る
と
判
断
し
た
が
、

体
系
的
な
整
理
は
必
要
と
思
わ
れ

る
。
こ
の
点
は

PD
M
に
記
載
す
る

レ
ベ
ル
で
は
無
い
の
で
、

PD
M
に

は
記
載
し
な
か
っ
た
。

 
指
標

4
に
つ
い
て
は
、
フ
ル
タ
イ

ム
コ
ー
ス
の
定
員
に
つ
い
て
は
、

当
初
の
予
定
通
り
で
問
題
な
い
と

判
断
し
た
。

 
そ
れ
以
外
の
コ
ー
ス
は
、
現
時
点

で
は
「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
コ
ー
ス
」

と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
る
と
い
う

現
状
か
ら
、
細
か
く
分
け
ず
、
パ

ー
ト
タ
イ
ム
コ
ー
ス
と
し
て
、
人

数
は

1,
50

0
人
が
適
当
と
判
断
し

た
。

 
ま
た
、
ス
ペ
シ
ャ
ル
セ
ミ
ナ
ー
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
理
解
促
進
と
い

う
面
が
強
い
こ
と
か
ら
、
「
年
に

数
回
実
施
す
る
こ
と
」、
と
い
う
項

目
を
追
加
し
た
。

 
指
標

8
の

Ph
ilN

IT
S
試
験
の
合

格
率
に
つ
い
て
も
検
討
し
た
が
、

こ
の
指
標
で
適
当
と
判
断
し
た
。

 

2-
3-

4 
IT
産
業
界
と
強
い
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
が
築
か
れ
、

維
持
さ
れ
る
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

開
発
、
ス
ポ
ン
サ
ー
、

O
JT

/
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
機
会

指
標

1.
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
研
修
員
の
全
て
が

IT
関
連
企
業
で

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
機
会
が
得
ら
れ
る
。

 
 指
標

2.
産
業
界
の

IT
技
術
者
が
、

IT
TC
の

25
％
以
上
の
講
義
を

実
施
す
る
。

 

指
標

1.
研
修
員
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
記
録
か
ら
判

断
す
る
。

 
 指
標

2.
コ
ー
ス
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
の
記
録
か
ら
判
断
す

る
。

 
 

PD
M
の
成
果
の
項
目
に
、「

O
JT
」

を
な
く
し
、
「
雇
用
機
会
」
と
追
記

し
た
。
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

等
）

 
指
標

3.
少
な
く
と
も

2
年
に

1
回
は
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
会

議
が
開
催
さ
れ
る
。

 
指
標

4.
 計
画
通
り
に
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
会

議
と
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
会
議
が
開
催
さ
れ
る
。

 
 指
標

5.
産
業
界
か
ら
の
寄
付
が
集
ま
る
。

 
 

指
標

3.
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
の
記
録

(議
事
録

)等
を
参
考
に
判
断
す
る
。

 
  指
標

4.
各
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
記
録
（
議
事
録
）

等
に
よ
り
、
判
断
す
る
。

 
 指
標

5.
寄
付
金
の
受
入
記
録
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

2
に
つ
い
て
は
、プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
同
様
に
、

U
P-

IT
TC
の
現
状
、
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
た
上
で
、
適

切
な
値
か
ど
う
か
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
指
標

5
に
関
し
て
は
、
何
人
の
研
修
生
が
奨
学
金
を
取

得
で
き
た
か
、
と
い
っ
た
数
値
も
判
断
材
料
と
す
る
。

指
標

1
つ
い
て
は
、
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
の
必
要
性
の
有
無
を
検
討

し
た
結
果
、

PD
M
に
記
述
す
べ
き

レ
ベ
ル
で
は
無
い
と
判
断
し
て
、

削
除
し
た
。
代
わ
り
に
、
「
フ
ル
タ

イ
ム
コ
ー
ス
の
大
多
数
の
研
修
員

が
、
関
連
企
業
か
ら
奨
学
金
・
仕

事
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
」
と

現
実
に
即
し
た
指
標
に
直
し
た
。

 
指
標

2
に
つ
い
て
は
、

25
％
と
い

う
数
値
が
現
状
に
即
し
て
い
な
い

と
判
断
し
た
た
め
、
こ
の
数
値
を

外
す
事
と
し
た
。

 

2-
3-

5
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
が

IT
研
修
機
関
と
し
て

認
知
さ
れ
る
。

 

指
標

1.
関
係
書
類
が
予
定
通
り
に
準
備
さ
れ
、
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ

が
行
わ
れ
る
。

 
 指
標

2.
有
能
な
学
生
数
と
研
修
に
対
す
る
サ
ポ
ー
ト
が
毎
年
増
加

す
る
。

 
 指
標

3.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
に
関
す
る
認
識
や
興
味
が
毎
年

増
加
す
る
。

 
 指
標

4.
応
募
者
数
が
受
入
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を
超
え
る
。

 

指
標
１
に
関
し
て
は
、
広
報
関
連
の
記
録
を
参
照
す
る

こ
と
に
よ
り
、
判
断
す
る
。

 
 指
標

2
に
関
し
て
は
、
研
修
員
へ
の
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ

の
印
象
な
ど
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

3
に
関
し
て
は
、
主
に
卒
業
生
が
就
職
し
た
企
業

へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
や
ヒ
ア
リ
ン
グ
か
ら
判
断
す
る
。

 
 指
標

4
に
関
し
て
は
、
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
応
募
者

の
記
録
か
ら
判
断
す
る
。

 

確
認
し
た
が
、
特
に

PD
M
等
の
変

更
の
必
要
性
は
見
受
け
ら
れ
な
か

っ
た
。
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

2-
4 
活
動
実
績

 
0-

1.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
管
理
体
制
の
確
立

 
（
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
・
ス
タ
ッ
フ
・
予
算
・
機
材
の
確
保
、
専
任

ス
タ
ッ
フ
の
配
置
と
活
動
組
織
の
創
設
）

  
0-

2.
研
修
場
所
、
設
備
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
管
理
と
確
保

0-
3.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
連
す
る
情
報
の
収
集
（
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
デ

ー
タ
、
ト
レ
ン
ド
技
術
、
他
の
研
修
組
織
の
情
報
）

 
0-

4.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
計
画
・
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価

0-
5.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
の
コ
ー
ス
体
系
（
ド
ラ
フ
ト
）
の
計

画
 

0-
6.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
の

IT
産
業
界
と
の

オ
フ
ィ
シ
ャ
ル
な
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
確
立

 
 1-

1.
IT
コ
ア
コ
ー
ス
科
目
の
能
力
開
発

 
1-

2.
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
開
発
科
目
の
能
力
の
開
発

 
1-

3.
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
関
連
科
目
の
能
力
開
発

 
1-

4.
エ
ン
ベ
デ
ッ
ド
シ
ス
テ
ム
関
連
の
能
力
開
発

 
1-

5.
上
記
能
力
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
間
で
の
技
術
移
転

 
 

 
2-

1.
研
修
コ
ー
ス
／
科
目
の
ニ
ー
ズ
調
査
と
分
析

 
2-

2.
各
研
修
コ
ー
ス
／
科
目
の
研
修
プ
ラ
ン
の
準
備

 
2-

3.
各
研
修
コ
ー
ス
／
科
目
の
シ
ラ
バ
ス
の
準
備

 
2-

4.
各
研
修
コ
ー
ス
／
科
目
の
教
材
開
発

 
2-

5.
各
研
修
コ
ー
ス
の
実
習
と
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
の
開
発

 
2-

6.
各
コ
ー
ス
／
科
目
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

 
2-

7.
各
コ
ー
ス
の
評
価
手
法
の
開
発

 
2-

8.
研
修
コ
ー
ス
の
実
施

  
2-

9.
研
修
コ
ー
ス
の
広
報
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

 
2-

10
.入
学
試
験
の
実
施
と
研
修
員
の
選
定

 
2-

11
.研
修
員
に
よ
る
コ
ー
ス
の
評
価

 
2-

12
.研
修
実
施
分
析

 
2-

13
.研
修
プ
ラ
ン
改
定
の
た
め
の
ド
ラ
フ
ト
準
備

 
2-

14
.研
修
プ
ラ
ン
の
改
定

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
提
出
さ
れ
た
半
期
報
告
書
、
各
種

資
料
及
び
活
動
実
績
報
告
に
よ
り
把
握
す
る
。

 
 

確
認
を
行
っ
た
が
、
特
に

PD
M
の

変
更
の
必
要
性
は
見
受
け
ら
れ
な

か
っ
た
。

 
た
だ
し
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
メ
ト
ロ

マ
ニ
ラ
の
サ
イ
ト
で
の
講
義
に
つ

い
て
は
、

20
08
年
に
フ
ィ
リ
ピ
ン

大
学
が
メ
ト
ロ
マ
ニ
ラ
サ
イ
ト
オ

ー
プ
ン
を
予
定
し
て
い
る
と
い
う

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
が
あ
り
、
現
時

点
で
は
計
画
が
明
確
に
な
っ
て
い

な
い
た
め
、

PD
M
上
で
は
、
欄
外

に
「
詳
細
計
画
が
出
て
き
た
時
点

で
検
討
を
行
う
」
と
記
述
し
た
。
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

 
3-

1.
ビ
ジ
ネ
ス
状
況
と
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
ニ
ー
ズ
を
捉
え
る
た
め
に
、

IT
産
業
界
と
密
接
な
協
調
関
係
を
築
く

 
3-

2.
合
同
調
整
委
員
会
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
に
お
け
る
包
括

的
な
ポ
リ
シ
ー
の
改
定
と
レ
ビ
ュ
ー
（

2
年
に

1
回
）

 
3-

3.
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
開
催
に
よ
る

IT
産

業
界
の
ニ
ー
ズ
の
反
映

 
3-

4.
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
開
催
に
よ
る
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
方
法
の
議
論
と
決
定

 
3-

5.
IT
産
業
界
か
ら
の
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
の
リ
ク
ル
ー
ト

 
3-

6.
IT
産
業
界
か
ら
の
経
済
的
援
助
の
入
手
（
奨
学
金
等
）

 
3-

7.
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
研
修
員
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
機
会

の
調
整
（
受
入
企
業
の
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
と
マ
ッ
チ
ン
グ
）

 
3-

8.
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
研
修
員
の
仕
事
の
機
会
の
調
整
（
受
入
企

業
の
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
と
マ
ッ
チ
ン
グ
）

 
3-

9.
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
と
卒
業
生
の
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン

 
 4-

1.
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
／

IT
TC
の

PR
活
動
計
画
策
定

 
4-

2.
そ
れ
ぞ
れ
の
関
連
組
織
へ
の
文
書
類
の
作
成
（
一
般
向
け
、

IT
関
連
大
学
向
け
、

IT
産
業
界
向
け
）

 
4-

3.
各
組
織
に
対
し
て
の
説
明
会
の
開
催

 
4-

4.
そ
の
他

PR
活
動

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
提
出
さ
れ
た
半
期
報
告
書
、
各
種

資
料
及
び
活
動
実
績
報
告
に
よ
り
把
握
す
る
。

 
 

 

 3 
中
間
評
価

 
上
記
計
画
達
成
度
を
踏
ま
え
、

PD
M
に
基
づ
い
て
評
価

5
項
目
（
妥
当
性
、
有
効
性
、
効
率
性
、
イ
ン
パ
ク
ト
、
自
立
発
展
性
）
の
観
点
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

評
価
。

 
3-

1 
評
価
用

PD
M

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

PD
M
に
つ
い
て
は
、

20
04
年

11
月

22
日
に

締
結
さ
れ
た

M
/M
に
盛
り
込
ま
れ
、
こ
れ
が
合
意
を
得
た
最
初
の

PD
M
と
な
っ
た
。
改
訂
は
こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
い
な
い
。

 

今
回
の
終
了
時
評
価
に
お
い
て
は
、
評
価
用

PD
M

（
PD

M
e）
を
作
成
せ
ず
に
、

20
04
年

11
月
の

PD
M

を
そ
の
ま
ま
評
価
に
使
用
す
る
こ
と
と
す
る
。

 

―
 

3-
2 
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証
と

5
項
目
評
価
 

 
3-

2-
1 
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検

証
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
が
、
当
初
計
画
の

PO
や

PD
M
等
に
沿
っ
て

計
画
通
り
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
、
ま
た
そ
の
計
画
等
は

C
/P
な

ど
に
き
ち
ん
と
認
識
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
る
。

 

運
営
体
制
が
確
立
し
て
い
る
か
、
計
画
（

PO
）
通
り
実

施
さ
れ
て
い
る
か
、

PD
M
を
ベ
ー
ス
と
し
た
活
動
が

実
施
さ
れ
て
い
る
か
、
ま
た
そ
れ
ら
が

C
/P
に
認
識
さ

れ
て
い
る
か
、
と
い
っ
た
点
を
、
長
期
専
門
家
お
よ
び

C
/P
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
も
と
に
、
意

見
交
換
を
行
う
。

 

当
初
の
計
画
と
比
較
し
て
、
フ
ル

タ
イ
ム
コ
ー
ス
の
卒
業
生
の
人
数

が
少
な
か
っ
た
と
い
う
点
は
あ
る

も
の
の
、
活
動
は
計
画
通
り
実
施

さ
れ
て
お
り
、
認
識
も
さ
れ
て
い

た
。
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現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

3-
2-

2 
妥
当
性

 
（

R
el

ev
an

ce
）

 
 

こ
れ
ま
で
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

U
P-

IT
TC
へ
の
機
材
供
与
、

短
期
専
門
家
に
よ
る
技
術
移
転
、

C
/P
本
邦
研
修
を
実
施
し
て
き

た
が
、
こ
れ
ら
が
フ
ィ
リ
ピ
ン

IT
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
や

C/
P
の
ニ

ー
ズ
に
合
っ
て
い
る
も
の
で
あ
る
必
要
が
あ
る
。

 

評
価
グ
リ
ッ
ド
（
案
）
に
従
い
、
意
見
交
換
を
行
う
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
家
計
画
と
日
本
の

O
D

A
政
策
に
合
致
す
る
と
と
も

に
、
国
家
計
画
を
踏
ま
え
て

IT
 人

材
育
成
を
重
視
し
て
い
る
フ
ィ
リ

ピ
ン
最
高
学
府
の

U
P
の
方
針
に

も
合
致
し
て
い
る
。
日
系
企
業
を

始
め
と
す
る
フ
ィ
リ
ピ
ン

IT
産
業

界
が
望
む
「
産
業
界
ニ
ー
ズ
に
合

う
IT
技
術
者
」
を
育
成
す
る
「
ブ

リ
ッ
ジ
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
提
供
す

る
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
期
待
は

高
く
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
妥
当
性

は
極
め
て
高
い
。

 
3-

2-
3 
有
効
性

 
 
 
 
（

E
ffe

ct
iv

en
es

s）
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

2
年
間
実
施
し
て
き
た
が
、
こ
れ
ま
で
の
実

績
・
活
動
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
に
各
指
標
が
達
成
で
き

る
か
見
込
み
で
あ
る
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
各
コ
ー
ス
へ
の
研
修

員
の
受
入
人
数
、

Ph
in

N
IT

S
試
験
の
合
格
率
、
産
業
界
か
ら
の

講
師
の
受
入
割
合
、
な
ど
は

U
P-

IT
TC
そ
の
も
の
の
評
価
に
関
わ

る
も
の
の
た
め
、
終
了
時
に
ど
の
程
度
達
成
で
き
そ
う
か
、
き
ち

ん
と
予
測
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
供
与
機
材
が
有
効
に
利
用

さ
れ
て
い
る
か
も
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

評
価
用
グ
リ
ッ
ド
（
案
）
に
従
い
、
意
見
交
換
を
行
う
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向
け

て
ほ
ぼ
順
調
な
活
動
が
行
わ
れ
て

い
る
。
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
研
修

生
の
応
募
者
、
合
格
者
、
卒
業
者

は
増
加
傾
向
だ
が
、
一
定
の
ド
ロ

ッ
プ
ア
ウ
ト
が
不
可
避
で
あ
る
た

め
、

20
06
年
卒
業
生
は

50
名
の

予
定
数
に
対
し
て

26
名
に
留
ま
っ

た
。

26
名
の
卒
業
生
中

14
名

（
58

%
）
が
企
業
奨
学
生
で
、
奨
学

金
、
寄
付
金
と
も
に
初
期
段
階
と

し
て
は
十
分
な
実
績
を
上
げ
た
。

1
名
を
採
用
し
た
日
系

N
社
で
は
同

時
期
に
採
用
し
た

9
名
の
内
、
該

当
者

1
名
だ
け
が
通
常
の

3－
4
ヶ

月
間
の
入
社
後
研
修
を
受
け
ず

に
、
即
戦
力
と
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
配
属
さ
れ
た
。
学
生
、
企
業

の
評
価
は
現
時
点
で
お
お
む
ね
高

く
、
新
聞
、
ビ
ラ
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ

ト
等
を
通
じ
た

U
P-

IT
TC
の
存

在
と
意
義
を
知
ら
せ
る
積
極
的
な

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
が
実
施
さ
れ
て

14



現
状
・
課
題
、
対
処
方
針
お
よ
び
調
査
結
果
 

項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

い
る
こ
と
も
あ
っ
て

IT
TC
の
知

名
度
も
拡
大
し
て
い
る
。
し
か
し
、

卒
業
生
の
能
力
と

IT
TC
訓
練
の

効
果
に
係
わ
る
定
量
的
評
価
は
今

後
の
課
題
で
あ
る
。
質
の
高
い
学

生
の
大
量
確
保
→
高
度
な
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
実
施
→

IT
 企
業
へ
の
就

職
と
奨
学
金
の
増
加
、
と
い
う
好

循
環
形
成
を
図
る
こ
と
が
重
要

で
、
各
段
階
で
の
活
動
と
運
営
能

力
の
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

 
3-

2-
4 
効
率
性
（

Ef
fic

ie
nc

y）
こ
れ
ま
で
、

3
度
に
わ
た
る
短
期
専
門
家
派
遣
（
の
べ

10
人
）
に

よ
る
短
期
専
門
家
に
よ
る
技
術
移
転
と
、

2
回
に
わ
た
る
本
邦
研
修

（
の
べ

7
人
）、
機
材
供
与
を
実
施
し
て
き
た
が
、
こ
れ
の
有
効
性

を
計
る
必
要
が
あ
る
。

 

評
価
用
グ
リ
ッ
ド
（
案
）
に
従
い
、
意
見
交
換
を
行
う
。

IT
TC
専
任
要
員
が

14
名
確
保
さ

れ
十
分
な
意
欲
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
図
り
な
が
ら
運
営
に
あ

た
っ
て
い
る
。
内
訳
は
所
長

1
名
、

IT
TC
専
任
講
師

4
名
、
ス
タ
ッ
フ

7
名
、
財
団

2
名
。
日
本
人
専
門
家

や
日
本
研
修
に
よ
る
技
術
移
転
が

順
調
に
行
わ
れ
て
い
る
。

3
教
室

75
名
分
の
教
室
と
機
材
が
用
意
さ

れ
稼
働
率
は
高
い
。
諮
問
委
員
会

と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

W
G
、
産
業
連

携
W

G
も
確
実
に
開
催
さ
れ
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率
性
向
上
に
寄

与
し
て
い
る
。

 
3-

2-
5 
イ
ン
パ
ク
ト

（
Im

pa
ct
）

 
上
位
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
数
年
後
の
達
成
さ
れ
る
目
標

で
あ
る
が
、
上
位
目
標
の
指
標

2「
卒
業
生
が

IT
産
業
界
に
お
い

て
中
心
的
な
エ
ン
ジ
ニ
ア
に
な
る
」
と
い
う
の
は
、
ど
れ
だ
け
の

割
合
の
人
が
な
る
か
、
あ
る
い
は
「
中
心
的
な
エ
ン
ジ
ニ
ア
」
と

は
ど
の
よ
う
な
状
態
の
人
を
指
す
の
か
明
確
で
な
い
。
こ
れ
は
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
に
は
あ
え
て
詳
細
を
設
定
せ
ず
、
中
間
評
価

時
等
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
中
に
お
い
て
再
設
定
す
る
事
と
な
っ
て
い

た
。
本
中
間
評
価
は
こ
れ
を
設
定
す
る
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
初
年

度
は

30
人
弱
の
卒
業
生
を
輩
出
し
た
が
、
今
後
継
続
的
に
フ
ル
タ

イ
ム
コ
ー
ス
を
続
け
て
い
く
に
当
た
り
、
ど
れ
だ
け
の
人
数
が
輩

出
で
き
、
そ
れ
が
フ
ィ
リ
ピ
ン

IT
産
業
界
に
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト

評
価
用
グ
リ
ッ
ド
（
案
）
に
従
い
、
意
見
交
換
を
行
う
。

20
06
年
卒
業
生

26
名
の
内
、
就

職
を
目
指
し
た

25
名
全
員
が

IT
関
連
企
業
に
就
職
し
た
（
就
職
率

10
0%
）
が
、
現
在
の
施
設
の
制
約

か
ら
年
間

75
名
の
卒
業
生
輩
出
が

限
界
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
直
接

的
な
イ
ン
パ
ク
ト
は
限
定
さ
れ

る
。

U
P
は
マ
カ
テ
ィ
や
セ
ブ
で
の

訓
練
拡
大
に
意
欲
を
示
し
て
い
る

が
実
現
性
は
不
透
明
で
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
上
位
目
標
（
年
間

40
0
名
）
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項
 
目
 

現
状
及
び
課
題
 

対
処
方
針
 

調
査
結
果
 

 

 

 

に
つ
い
て
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
以

外
の
コ
ー
ス
以
外
に
つ
い
て
も
、
修
了
生
が
ど
れ
だ
け
の
業
界
的

イ
ン
パ
ク
ト
が
あ
る
か
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

達
成
の
見
込
み
に
つ
い
て
は
現
時

点
で
は
判
断
が
難
し
い
。

 

3-
2-

6 
自
立
発
展
性

(S
us

ta
in

ab
ili

ty
) 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

2
年
が
過
ぎ
、
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
の

1
期
生
が

卒
業
し
た
が
、
今
後

U
P-

IT
TC
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
継
続

的
に
運
営
で
き
る
よ
う
に
な
る
た
め
、
今
後
の
受
入
人
数
の
増
加

に
対
応
で
き
る
か
、
財
務
的
に
も
独
立
し
機
材
等
の
維
持
管
理
・

更
新
が
で
き
る
か
、
そ
の
見
込
み
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

評
価
用
グ
リ
ッ
ド
（
案
）
に
従
い
、
意
見
交
換
を
行
う
。

IT
TC
の
人
員
配
置
は
十
分
で
あ

る
が
、
組
織
的
な
運
営
管
理
能
力

の
さ
ら
な
る
向
上
が
必
須
で
あ

る
。
財
務
面
で
は
、

U
P-

IT
TC
と

U
PS

IT
F（
財
団
）
を
合
わ
せ
た
収

入
（

20
05
年
）
が
約

1,
28

0
万
ペ

ソ
で
そ
の
内
、

U
P
補
助
金
が

64
0

万
ペ
ソ
（
約

50
%
）
を
占
め
て
い

る
。

IT
TC
（
財
団
を
含
む
）
最
大

の
収
入
源
は

IT
ユ
ー
ス

C
on

gr
es

sと
い
う
イ
ベ
ン
ト
開
催

で
35

0
万
ペ
ソ
の
収
入
を
得
た
。

一
方
、
フ
ル
タ
イ
ム
コ
ー
ス
授
業

料
収
入
は
約

95
万
ペ
ソ
で
、
定
員

50
名
が
年
間

8
万
ペ
ソ
の
受
講
料

（
奨
学
金
部
分
を
含
む
）
を
払
う

と
し
て
も

40
0万
ペ
ソ
に
留
ま
る
。

支
出
総
額
は
約

1,
02

0
万
ペ
ソ
で
、

ネ
ッ
ト
で

26
0
万
ペ
ソ
の
剰
余
金

を
計
上
し
た
。
こ
れ
ら
数
値
は

R
D

締
結
時
に
想
定
し
た
数
値
と
ほ
ぼ

同
水
準
で
推
移
し
て
い
る
。

U
P
補

助
金
は
残
り

2
年
、
ほ
ぼ
同
額
の

予
算
が
確
保
さ
れ
る
予
定
で
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
遂
行
上
の
財
務
面
で
の

大
き
な
問
題
は
発
生
し
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。
一
方
で
、
将
来
的
な

自
立
発
展
性
に
つ
い
て
大
幅
な
収

入
増
加
策
を
真
剣
に
検
討
す
る
必

要
性
に
迫
ら
れ
て
い
る
。
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2-2 評価 5項目による分析 
（1）妥当性 

本プロジェクトは IT 産業振興に向けた IT 人材育成を優先分野に掲げているフィリピン国家計

画と AITI（アジア IT イニシアチブ）を推進する我が国の ODA 政策に合致している。カウンター

パート機関であるフィリピン最高学府の UP は国家計画を踏まえて IT 人材育成を重視している。

日系企業を始めとするフィリピン IT 産業界が望む「産業界ニーズに合う IT 技術者」を育成する

「ブリッジプログラム」を提供する本プロジェクトへの期待は高く、プロジェクトの妥当性は極

めて高い。 

本プロジェクトでは、4 つのターゲットグループが設定され、中でも (i) ITTC 受講生（IT 企

業への就職を視野に入れた若年層）、(ii) ITTC 卒業生を採用（雇用）する企業、がプロジェクト

の主要な裨益者である。プロジェクトの開始前と開始後に広範なニーズ調査が実施されるととも

に、コース運営に際して受講生や企業に対するアンケート調査が定期的に行われて、ターゲット

グループの変化するニーズを把握している。2005 年受講生に対する ITTC の調査と中間評価にお

ける受講生及び企業に対するアンケート・面接調査ではともに、ITTC フルタイムコースの高度か

つ産業界ニーズに合う研修に対する高いニーズと理解が示された。卒業生と企業はともに ITTC が

提供するソフトウェア開発、ネットワークシステム、エンベデッドシステムという３つのフルタ

イムコースがそれぞれのニーズに適合するとともに、日本語研修が大変、重要かつ実用的だと認

識している。 

また、ITTC は産業界ニーズに適合する高度な IT 技術者を養成する主導的な IT 研修機関とみな

されており、他ドナー支援では KOICA（韓国）がケソン市職業訓練センターへの支援を実施して

いるが、プロジェクト目標とターゲットグループの設定がプログラマー向人材の育成であるなど

本プロジェクトとは異なっている。 

（2）有効性 

 全体として、PDM に記述されたプロジェクト目標達成に向けての基盤が適切に整備され、ほぼ

順調な活動が行われている。 

フルタイムコース： ITTC の提供する研修の中でも最重要の看板コース（1 年間）だが、2005

年、2006 年の応募者数、合格者数、入学者数はそれぞれ 157→361、74→127、38→75 と増加した。

なお、クラス数が 2から 3に増えたのに対応して定員も 50 から 75 に増加している。2006 年の入

学試験はマニラだけでなく全国 7 ヵ所で延べ 10 回、実施された。ITTC は応募者の質量両面での

増加に努力を払っているが、より質の高い受講生を集めた上で研修コースをさらにレベルアップ

させることによる、目標数値を確保するための実施面の一層の改善が必要である。 

パートタイムコース： 土曜日、日曜日、夜間の各コースが 2005 年 10 月に始まり、コース設

定の増加に伴い応募者数・受講生数ともに増加している。実施コース数、受講生数合計（平均）

は 2005 年 4Q 以降の四半期でそれぞれ 4→5→10→15（計画）、71 名（18）→100 名（20）→147 名

（15）と増加している。 

セミナー等： ITTC（UPSITF1）は 2005 年 9 月にフィリピンITユース会議を開催し約 7,500 の

                                            
1 UPSITF: UP System IT Foundation (UPシステムIT財団)は国立大学として種々の制約を受けるUPの管理運営規約下に入
るUP-ITTCのプログラム・予算運営の自由度を拡大するために、パートタイムコースとセミナーの企画・運営や各種寄付
金の受け皿となることを目的に当初から構想されていた財団である。理事長はUP-ITTC所長のDr. Caroが務め、UP関係者
だけでなく日系企業を含む産業界人材も理事として名前を連ねている。2006年始めに正式に財団としての認可が下り、
UP-ITTC内に専任スタッフを置いてUP-ITTCの車の両輪として機能している。 
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参加者を集めて、国内最大規模のITセミナーとなった。 

以上のように、フルタイムコース研修生の応募者、合格者、卒業者は増加傾向だが、一定のド

ロップアウトが不可避であるため、2006 年卒業生は 50 名の予定数に対して 26 名に留まった。26

名の卒業生中 14 名（58%）が企業奨学生で、奨学金、寄付金ともに初期段階としては十分な実績

を上げるとともに、就職を希望した 25 名全員が就職し就職率は 100%となった。1名を採用した日

系 N社では同時期に採用した 9名の内、該当者 1名だけが通常の 3－4ヶ月間の入社後研修を受け

ずに、即戦力としてプロジェクトに配属された。学生、企業の評価は現時点でおおむね高く、新

聞、ビラ、ウェブサイト等を通じた UP-ITTC の存在と意義を知らせる積極的なプロモーションが

実施されていることもあって ITTC の知名度も拡大している。しかし、卒業生の能力と ITTC 研修

の効果に係わる定量的評価は今後の課題である。質の高い学生の大量確保→高度なトレーニング

実施→IT 企業への就職と奨学金の増加、という好循環形成を図ることが重要で、各段階での活動

と運営能力の強化が必要である。 

研修のための必要な教材は適切に開発され、PhilNITS のカリキュラムと教材が ITTC フルタイ

ムコースに効果的に組み込まれている。諮問委員会下部のカリキュラム・ワーキンググループが

コース開発に大きな貢献をしている。延べ 80 名以上の CP が 3 回にわたって日本人短期専門家に

よる研修を受け、7名の CP が本邦研修を受けた。これらの研修だけでなく日本人長期専門家との

日々の共同作業が CP の運営能力向上に寄与しており、これらの認識は中間評価におけるアンケー

ト調査で確認された。施設と機材はほぼ適切に設置、利用、保守されており、必要な機材は多少

の遅れを除いてスケジュール通りに適切に供与された。運営コースとクラス数が増加しており、

教室と機材の稼働率は大変高い。今後は、整備されたシラバスや教材を ITTC 内で適切に蓄積して、

さらに標準化と共有化を進めるために組織体制と運用方法を確立していくことが期待される。 

なお、2005 年に何人かの日本語講師の交代があり、日本語研修の円滑かつタイムリーな実施を

阻害し、マーケティング担当の ITTC 専任スタッフ（1名）の辞任により、継続的なコミュニケー

ション確保の点で日系企業を始めとする IT 企業の間に少なからず困惑を与えたという事実もあ

り、ITTC の組織体制と運営管理の一層の強化が必要とされている。 

（3）効率性 

日本側の投入として過去 2年間に合計 4名の長期専門家と、3回の派遣機会に延べ 10 名の短期

専門家が日本から派遣された。中間評価のアンケート・面接調査からは、ほとんどの長期専門家

の専門分野や資質がプロジェクト成果を達成するのに必要な方向性を定めるのに十分だったと判

断できる。また、短期専門家の資質と専門性は効率的な技術移転を実施する上で概ね適切だった

と判断できるが、一部短期専門家による研修についてはトピックとタイミングの両面でフィリピ

ン側の元来のニーズと現実の間でずれが生じた。さらに、合計 7名の CP が本邦研修を受け、研修

内容はほぼ適切だったが、一部で実施時期、期間、トピックの面でフィリピン側の元来のニーズ

と現実の間でずれが生じた模様である。これらの点から、今後の技術移転に関しては短期専門家

による ITTC での研修とカウンターパートの本邦研修をより効果的、効率的な組合と内容で実施す

る必要があると考えられる。 

一方、日本が供与した必要機材は 2教室 50 名分の機材が多少の遅れを除いてスケジュール通り

にほぼ適切に供与され、さらに 1教室 25 名分の機材が予定通り供与される。運営コースとクラス

数が増加しており、教室と機材の稼働率は大変高い。しかし、中間評価のアンケート調査では ITTC

講師と受講生の双方が機材のタイプと質が非常に優れていると認識していることが明らかとなっ
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ており、UP-ITTC の評判を高めている反面、一部で必要以上の高度な仕様の（高価な）機材が導

入された懸念が残る。 

フィリピン側投入として、ITTC 専任要員が 14 名確保された。内訳は所長 1 名、ITTC 専任講師

4 名、ITTC スタッフ 7 名、UPSITF スタッフ 2 名である。4 名の ITTC 専任講師を含む 10 名の 1 次

CP と 30 名の 2次 CP が UP によって適切に配置されており、大多数の CP は意欲が高くプロジェク

ト目標やインパクトに関する理解度も高い。また、ITTC スタッフは日本人専門家を含めた緊密な

コミュニケーションを取りながらプロジェクト運営にあたっている。一方、2次 CP（UP 教官）の

プロジェクトに係わる理解は、日本人専門家を含む ITTC スタッフとのコミュニケーション・レベ

ルの低さもあって低いレベルに留まっており、今後の改善が必要である。さらに、プロジェクト

の重要な要素のひとつである日本語研修については現在、日本人専門家や他の講師のボランティ

アベースの活動に依存しており、日本語研修の運営管理に責任を持つ人材の配置が望まれる。UP

が用意した ITTC の建物と施設の質と大きさはほぼ適切であるが、昼食場所やトイレ等のユーティ

リティー・スペースの大きさや質に問題があるとともに、これ以上のプログラム拡大余地が無い。

また、UP ディリマン校理学部の建物に間借りしており、長期的な継続利用の可能性と UP-ITTC の

自立発展性の面では課題が残る。ITTC の立地は交通利便性の点で問題があると見られたが、受講

生確保の点で特段の問題は生じていない。しかし、多くの質の高い入学候補者を失っている可能

性は否定できない。 

予算面では UP が ITTC 運営に必要な額を補助金として支給しており、2005 年の ITTC 収入の約

半分が UP 補助金である。プロジェクト運営に関して予算面からの特段の問題は生じていない。JCC

と ITTC 諮問委員会が 2005 年に各 2 回と 2006 年 7 月に開催され、ITTC 活動実績に関する情報共

有、実績の保証、計画に係わる提言が適切に実施されている。諮問委員会の下でカリキュラム開

発と産業連携に係わるワーキンググループがそれぞれ設立され、頻繁な会合を通して ITTC 活動の

形成・改善に寄与している。 

（4）インパクト 

2006 年卒業生 26 名の内、就職を目指した 25 名全員が IT 関連企業に就職した（就職率 100%）

が、現在の施設の規模制約から年間 75 名の卒業生輩出が限界で、プロジェクトの直接的なインパ

クトは限定される。IT 人材需要と IT 人材育成ニーズは極めて大きく、UP はメトロマニラやセブ

での研修事業拡大に意欲を示しているが実現性は不透明で、プロジェクト上位目標（年間 400 名）

達成の見込みについては現時点では判断が難しい。 

中間評価のアンケート調査では、ITTC 受講生が ITTC 研修によって知識とスキルの両面での大

きな向上があったと認識しており、産業界の業績向上に寄与しうると考えられる。その点で ITTC

自身による定量的なモニタリング調査の実施が必要で、卒業後 6 ヵ月または 1 年程度でこれを実

施することが望ましい。いくつかの会社は採用した ITTC 卒業生が通常、数ヶ月かかる社内研修（新

入社員研修）を受ける必要が無く直接、プロジェクトに参加したとしている。2005 年の受講生規

模の予定数は 50 名だったが、実際の入学者数と卒業者数はそれぞれ 38 名、26 名と低水準に留ま

った。より質の高い研修生を集めて、さらに研修コースの質を上げて目標数値を達成することで、

よりインパクトを高めるための実施プロセスの改善努力が必要である 

一方、ITTC が IT 産業のニーズに合致した非常に集中的かつ高度な研修を提供しているという

評判が少しずつ拡大し始めており、同国の IT 研修のモデルとなることが期待される。ITTC と

UPSITF が主催した 2005 年 9 月の特別イベントは 7,000 名以上の若者と IT 産業関係者を集め、IT
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の新たな動向への理解と、若者と企業の間の人的関係強化に貢献した。また、他大学の複数の教

官がプロジェクトにおける研修を受けており、それぞれの教育機関における正の影響を及ぼす可

能性もあり将来、裨益者数が拡大する可能性を持つ。さらに、本プロジェクトでのフィリピンと

日本の協力関係が広く周知され始めており、両国の相互理解促進への寄与が期待される。日本語

研修が多くの受講生に高く評価されており、より良い両国間関係構築のための一つの基礎となる

ことが期待される。 

（5）自立発展性 

制度・組織面では ITTC は 4 つの異なるチームに組織されている。4名のフルタイム専任講師を

含めた 14 名の専任要員がおり、これら訓練されたフィリピン人スタッフの数はプロジェクトの改

善・拡大を図るためにほぼ適切である。一部の運営管理が日本人側によって実施されているもの

の、ITTC は運営管理の基礎的な能力を十分有している。現在、ITTC 全体と各コースの運営に係わ

る内容、スケジュール、講師配置は明確に規定（策定）されているものの、統合化された年度計

画や長期計画は策定されていない。今後、コース実施計画、予算計画、人員計画等を含めた、よ

り統合的な年度計画・中期計画の策定と評価システム（実績の検証）を策定・運用し、組織全体

としてのより強固な運営管理体制を確立する必要がある。また、フィリピン人スタッフが、プロ

ジェクトの現在の主要な支持者（寄与者）である日系企業に対する、より的確なマーケティング

とコミュニケーションを行える能力を身に付けることが最重要の課題の一つである。 

なお、UP 教官の立場を有する CP は比較的長く ITTC 事業に参画することが期待できる。一方、

ITTC 専任講師や専任スタッフの意欲は高いものの、現在の不安定な雇用条件（6 ヶ月契約）の下

では長期にわたって ITTC に留まることは期待できない。専任講師と専任スタッフが適宜、交代す

ることを前提とした組織運営方法の確立が必要であると同時に、ITTC スタッフの雇用条件の向上

も検討していくべきである。 

技術面では、2 つのフルタイムコースがすでに開発・運営され、もう一つのフルタイムコース

が開発されようとしている。それに伴い、より多くの教材が ITTC に蓄積され始めている。教材や

指導方法はコース実施の繰り返しと受講生評価の反映によって改善していると見られる。プロジ

ェクトに直接、係わっている UP 工学部だけでなく、理学部、経営学部等の UP システム全体や他

大学の複数の機関がカリキュラム開発や講師派遣の面で協力し、PhilNITS と JETRO もコース開発

や実施面での支援をしている。多くの IT 企業が研修コースにおけるケース・プロジェクトを提供

し、それに伴う一部の講師派遣を実施しており、技術面での自立発展性は十分有していると考え

られる。 

財務面では 2005 年の ITTC 収入の約半分が UP からの補助金だが、これを含めて単年度の運営収

支は剰余金を計上している。内訳としては、UP-ITTC と UPSITF を合わせた 2005 年収入が約 1,280

万ペソでその内、UP 補助金が 640 万ペソ（約 50%）である。ITTC（財団を含む）最大の収入源は

IT ユース Congress というイベント開催で 350 万ペソの収入を得た。一方、フルタイムコース授

業料収入は約 95 万ペソで、定員 50 名が年間 8 万ペソの受講料（奨学金部分を含む）を払うとし

ても 400 万ペソに留まる。支出総額は約 1,020 万ペソで、ネットで 260 万ペソの剰余金を計上し

た。これら数値は RD 締結時に想定した数値とほぼ同水準で推移している。UP 補助金は残り 2年、

ほぼ同額の予算が確保される予定でプロジェクト遂行上の財務面での大きな問題は発生しないと

考えられる。ITTC は寄付金と奨学金の獲得（拡大）努力を続けており、現在のところ一定規模の

奨学金と多少の寄付金が得られている。しかし、将来的にこれら産業界からの資金援助が増加す
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る兆しを認めるにはいまだ時期尚早である。UP はプロジェクト期間中の補助金拠出をコミットし

ているが、長期的には補助金額が低下することが予想され、公的機関の中で UP 本部が唯一の財務

支援者であることもあって ITTC は長期的には財務面の脆弱性を抱えている。その意味で、財務的

な将来の自立発展性確保に関して ITTC は大幅な収入増加策を真剣に検討する必要性に迫られて

おり、それを含めた中期的な財務計画策定を早期に行う必要がある。この認識を踏まえて、今次

中間評価調査では、ITTC の次回諮問委員会までに ITTC の中期的な財務見通しを策定して提出す

ることを合意文書（M/M）に盛り込んだ。 
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第 3章  調査団所見 
3-1 調査実施の留意点及び特記事項（団長所見） 
（1）プロジェクト立上げに成功 

現在、本協力開始後２年を経過して、全協力期間（４年間）の折返し点にさしかかったところ

である。 

「日本の協力による建物の建設という本協力開始のための最初の前提が崩れたためにフィリピ

ン側で暫定的に諸施設を準備するという苦しい状況から出発したため、教室等の中核的教育環境

をはじめ、食堂・トイレ等の面でも不十分な状態がある。 

また、第１期入学者数が当初計画を下回ったという事態や、短期専門家投入タイミング等に関

して、フィリピン側要望との若干の不整合が生じたりもした。 

しかし、これらの悪条件や不十分さを抱えながらも、なんとか第１期コースを終了し全卒業生

の就職が実現でき、予定数の第２期生を受入れてコースが運営されている。また大規模なセミナ

ーの開催により収入を確保できたことや、日本人専門家とフィリピン側 C/P の間の一体感が相当

程度深められている。 

したがって、協力開始後２年間でこの段階に到達していることは「プロジェクトの立上げに成

功している」と判断できる。 

（2）協力目的の実現について 

本協力の眼目は「産業界のニーズに合致する IT 人材育成」ということになっている。そして、

「ブリッジ・プログラム」というキーワードが使われている。 

現在のコース設計においてもこの点が意識されていることは事実であるが、今後は個々の教科

テーマについて一層具体的にこの面から分析を深める必要がある。 

例えば、エンベデッド・システムに関して産業界は ITTC に対してどの範囲までの教育を求めて

いるのかを整理する必要がある。同様に他の個々の教科テーマについてこのような分析を深める

ことにより、上述の本協力眼目実現の見通しを明確にすることができる。 

（3）財務面での自立発展性について 

本プロジェクトの自立発展性については、教育および財務の両面について共に実現されること

が不可欠である。 

 このうち教育面については、大多数の関係者の意識にのぼり、具体的な検討も進めやすいが、

財務面については外部条件に左右される要素が強いこと等のため分析・検討が深められないまま

放置される傾向がある。 

他方、多くの関係者の意識の中で「本プロジェクトの財務面での見通しは暗い」という漠然と

した感触もある。 

したがって、今次調査において日本側はこの点を指摘した結果、財務面についての将来的な見

通しの分析に着手し、半年後に一応の分析結果を出すことが合意された。 

今後、日本側もこの作業に可能な範囲で協力していくことが重要である。 

 

3-2 教育工学的観点からの特記事項 
（1）教育カリキュラム 

 UP-ITTC の教育カリキュラムは、現地ニーズや PhilNITS 試験などを考慮して開発された。
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UP-ITTC の入学試験自体は、IT の事前知識や学習経歴などではなく、適性試験のようなものであ

るため、入学者が必ずしも UP-ITTC の教育カリキュラムについていけるとは限らない。そのため

学生によっては研修指導に苦労が見られるが、ITTC スタッフはよく努力している。教育カリキュ

ラムにおける指導教材や提示資料を入手して検討した。多くの事項が詰まっており非常に豊富な

内容となっている。しかし網羅的な知識の羅列は吸収しにくい面があると思われる。体系的に整

理して教育する努力が必要と考える。定期的に教材の見直しと改定を進められたい。 

 各四半期におけるワークショップでは、奨学生はスポンサー企業と相談した上で、ITTC スタ

ッフにプロジェクトを提案し、指導を受け、実際にちょっとしたシステムを構築している。プロ

ジェクト報告書を見る限り、仕上がりは良いと思われる。アプリケーション開発コースの物理学

科出身の学生は、物理学の雑誌における論文投稿、査読者割り当て、査読結果入力、著者へのフ

ィードバックなどを行うシステムを作成し、現在実際に使われているとのことである。 

 ネットワークシステムコースの学生の一人は、Cisco のネットワーク機器を用いて、種々の

プロトコルでワイドエリアネットワークを実現し、スイッチングやルーティングなどの実験を行

った。 

 他の報告書も概ね良くできている。 

 今年度はじまる組み込みシステムのカリキュラムが同様に進むことを期待したいが、今回の

中間評価に UP 電気電子工学科の教員の参加が無かったことは心配の種ではある。 

（2）ドロップアウト者と修了生 

 第 1 期生 38 名のうちドロップアウトした 12 名について、ドロップアウトの理由について調

査した。もともと職についている者が多かったため、会社(あるいは自分のビジネス)の都合で辞

めた者が 7 名いた。家庭の事情や経済問題で辞めた者が 2 名、研修内容が難しくてついていけな

かった者が 3 名いた。後者のうち 1 名は、グループ作業が嫌いでしかもできない者で、グループ

作業になると外に出て行ってしまい、手伝いようがなかったとのことである。研修についていけ

なかった者には、スタッフがつきっきりで指導したり、励ましたりという努力をしたそうである。

IT 技術でなく日本語ができずに奨学金を取り消された者もおり、奨学金の停止により学習の継続

が困難になったそうである。 

 26 名の卒業生は全員 IT 企業に就職(あるいは復職)しており、卒業生および企業からの評価

は高い。当初は、主に新卒者が入学してくることを想定しており、ITTC 修了生は企業でインター

ンシップを行わせることを考えていた。しかし、企業としては、インターンシップよりも直接入

社させることの方を選んだわけで、ITTC 研修が高く評価された結果と考えられる。 

（3）学習者支援 

 各四半期の試験で合格点が取れなかった者には、再度勉強して追試験を受けるようになって

いる。学生数が多くなってきたので、初年度同様の学生支援を行うことすら容易ではないと思わ

れる。スタッフの努力に期待する。ただ、講師陣の個人の努力のみに頼ることは無理があると思

われ、組織的に対応できる体制が構築されることを期待する。 

 ドロップアウトを少なくするために ITTC スタッフは、学生の規律を高めたり、学問的、精神

的に支援する努力をしている。1 年目は遅刻が多かったことから、遅刻した場合には理由書を提

出させる等して、規律を高めている。これにより、2年目は遅刻者が減少しているそうである。 

 また、奨学生を第 1 四半期の後に決めるようにしたことで、第 1 四半期の学習意欲を高めて

いる。第 2 四半期以降も成績によっては奨学金が打ち切られる制度であるため、学習意欲が継続
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することを期待している。 

 講義に関する質問は、授業中や休み時間に受け付けているし、講義についていけない学生に

対しては、随時スタッフが追加の指導をしている。しかし、これらの指導を体系的にできるよう

な体制を作る必要がある。 

 教育カリキュラムについていけない学生のことを考え、第 2 期生に関しては、正規の授業の

前にブリッジプログラムをはじめたとのことである。これは、IT のバックグラウンドをもたない

学生向けに、IT の基礎を教えるもので、1 日 6 時間で 1 週間、合計 30 時間のプログラムである。

75 名の入学者のうち希望者 40 名が受講したとのことである。 

 ITTC は non-degree プログラムであるため、修了時に特に資格が得られる訳ではない。この

ことが学習意欲にも間接的に関係するかもしれない。 

 UP の大学院に入学した場合には ITTC での学習が一部単位として認められることになってお

り、既にそれを適用してもらった学生もいるようであるが、そのシステムの受益者は多くない。 

 PhilNITS と日本語能力試験は資格として重要なものであるので、合格率が高くなるよう 2年

目に向けて、たとえば、月水金曜日の夕方には日本人留学生を呼んで、交流会を開催するなど、

種々の努力が見られる。模擬試験や受験直前対策など、合格率を上げるための種々の対策も必要

であろう。 

 一方受講生にCEU(Continuing Education Unit)を授与できるよう、国際的な認定を受けるこ

とも考えられる。(参考: http://www.iacet.org/) 

 

 
3-3 情報工学的観点からの特記事項 
（1）情報工学分野カリキュラムについて 

 各コースについて 
 コアパート 
後述のアプリケーション開発コースとネットワークシステムコースなどに共通して必要

となる知識、経験、能力を身に着けることを目的としている。PhilNITS-FE の教科書を土

台にしてカリキュラムは構成されている。また、各コースに共通して必要となるプログラ

ミング教育も施されている。今年度（2006 年度）より、単に教科内容を FE の教科書を土

台にするのみならず、教科毎の修了試験問題も、PhilNITS-FE の過去問題を参考にした同

種の問題を採用することにより、PhilNITS-FE 取得を円滑なものとするよう工夫されてい

る。また、各学生の試験結果を匿名性に配慮しながら、公表することにより、いっそうの

学習意欲の向上が図られている。 

 アプリケーション開発 
アプリケーション開発コースは、アプリケーション開発において必要となるプログラミン

グ言語を中心とし、Web アプリケーションやデータベースシステムにまたがる周辺分野を

含み、ソフトウェア設計などのソフトウェア開発の上流工程に及ぶ分野を習得するカリキ

ュラムとなっている。全体的にみてバランスがよいものとなっているといえる。プログラ

ミングの作成能力の育成は一定の成果が得られているものの、更なる向上が望まれる。 

 

（提案：コアパートおよびアプリケーション開発）プログラミング作法（メンテナンスしや
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すいプログラムの作成）の習得がまず考えられる。これについては、学生の作成したプログ

ラムを企業の技術者にリビューを依頼し、その添削報告を学生と教員にフィードバックする

というのは、良いアイデアかもしれない。 

 

 ネットワークシステム 
ネットワークシステムコースは、ネットワークシステムの基礎から始まって、VoIP

（Voice-over-IP）などのネットワークシステムの応用までを広く学習するカリキュラム

が提供されている。関係者と面談した範囲においてではあるが、機材は十分活用され演習

が行われている。教育内容は適切なものであるが、今後も継続的な内容の検討・修正・追

加が望まれる。 

 モバイルコンピューティングと組み込みシステム 
本コースは本年度（2006 年度）より立ち上がる。現時点では、組み込みシステムをターゲ

ットとし、ソフトウェア教科のみならず、ハードウェア関連科目も含めた形でカリキュラ

ムは構成され、組み込みシステム用オペレーティングシステムとしては、iTRON・μiTRON, 

Embedded Linux を用いた教育コンテンツを開発することを現在予定している。具体的には、

国産の組み込みシステム用 CPU ボード（CPU：ARM1136、ネットワーク、LCD、カメラ等の

インターフェース搭載）で、iTRON, Linux, WindowsCE に対応するものを調達し、組み込

みシステム用の実時間 OS や、組み込みシステムを指向した C プログラミングなどの演習

を行うとのことである。短期専門家による技術移転が現在交渉中と説明を受けている。 

 

（提案：組み込みシステム）組み込みシステムのオープンソースベース開発環境に関する

TOPPERS プロジェクトに加入し、情報を入手するのが良いと思われる。組み込みシステム用

の開発ソフトウェアの状況のみならず、教育コンテンツに関する情報交換が期待される。ち

なみに国内支援委員会のメンバーの所属機関のひとつであるCICCがTOPPERSプロジェクトに

加盟し、教育コンテンツの英語化等に取り組んでいることを申し添えておく。 

 

 講義と演習 
各コースは、講義(lecture)と演習(practice)により構成されている。講義は、各教科に関

する知識を授け、概念を理解することを目的としている。一方、演習は、実習を通じて、現

実の問題に対処し、解決する能力を養うことを目的とする。 

 

第 1 学期（コアパート）における講義と演習の時間比は、22:19 である。 

第 3学期（ネットワークシステム）における講義と演習の時間比は、22:12 である。 

第 3学期（アプリケーション開発）における講義と演習の時間比は、19:23 である。 

 

（注意）第 2学期（コアパート）は、教科「コンピュータプログラミング 2」、教科「オブジ

ェクト指向解析と設計」、教科「オペレーティングシステム」などは、講義と演習の時間を

必ずしも明確に分離して捉えることができないので、ここでは比率をあたえることができな

かった。また、講義と演習の時間比は、IT 科目の講義と、IT 科目の演習との比を意味する。

ビジネススキル科目や日本語科目の講義はこの時間比には含めていない。 
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講義と演習との時間比は、両者のバランスを測る指標として必ずしも最適なものとはいえな

い。しかしながら、講義と演習との時間比を見る限りにおいては 1:1～2:1 程度となってお

り、通常の大学の情報工学のカリキュラムと比較し、演習にかける時間数はかなり高くなっ

ているということができる。 

 

このように演習に高い比率をおくカリキュラムを構成できた理由は、一人一台の PC 端末を

提供していることに負い、機材供与が重要な効果を生み出しているといえる。 

 

（2）退学者について 

退学者内訳については、「第６回技術協力プロジェクト（フィリピン IT 人材育成プロジェクト） 

実施運営総括表」の「フルタイムコース第一期生の修了率とドロップアウト対策」において、以

下のような概要の説明があった。 

   合計：12 名 

   レベル 1終了時での退学者数：7名 

   レベル 2終了時での退学者数：4名 

   レベル 3終了時での退学者数：1名 

   これらの者の退学理由について詳しい説明を受けた。次のように分類できる。 

（ア） 資金提供企業（スカラーシップ提供企業・企業からの派遣）の都合：4名 

    ※他者に起因するケース 

（イ） 個人的な都合で学力によらない事情（金銭的事情、経営している商店の事情）：4名 

（ウ） 学力による事情：4名 

① IT 関連授業の不良：3名 

② 日本語授業の不良：1名 （※日本語はスカラーシップ企業からの要請） 

 「資金提供企業の事情」による退学は、企業からの要請により、“戦力”として必要とされ退学

を余儀なくされるケースであり、学生個人としては残念なことであるわけだが、ITTC の「産業界

への人材提供」という面では、一定の目的を果たしているといえる。 

「個人的な都合で学力によらない事情」による退学は、家庭の突発的に発生した事情や金銭的

事情で困難な状況に陥ることにより発生するものであり、ITTC として対策できることは多くない

と考えられる。これは、社会人の再教育というケースにおいては仕方がないことであるといえる。 

「学力による事情・IT 関連授業の不良」による退学は、ITTC はその問題を認識し、「ブリッジ

コース」の開設という対策をとっている。これは、正規のコースが開始される前に１週間、非 IT

系学科卒業生に対して円滑な ITTC コースへの導入を図るために行われる予備教育である。また、

２週間に１度程度の頻度で学生と随時面談することにより、学習上や生活上での相談を受け、ITTC

コースでの学習の継続をサポートしている。また、スカラーシップ取得者であるにもかかわらず、

日本語科目の成績が不良であった者（１名）や、IT 関連科目の成績が不良であった者（１名）が

いた。これらのケースに対する対策として本年度より、スカラーシップの決定をコース時に行う

のではなく、第１セメスター終了時に行い、第１セメスターの開始時にさかのぼってスカラーシ

ップを支払うという方法に制度変更することにより、学生の学習意欲の向上を刺激している。 
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（提案）講義の記録（シラバス、講義資料、試験問題、レポート課題、試験問題解答、レポー

ト回答）などを網羅的に保存するべきであると考えられる。これは現在、教員の有志がおこなっ

ているようだが、どうしても取りこぼしがあるので、秘書がルーチンワークとしておこなった方

がよいと思う。 

 

（3）「理論と実践(Theory vs. Practice)」について 

ITTC は、日系企業を含むフィリピン IT 産業界へ人材を輩出することが目的であり、IT に関す

る実践的能力が要請されている。ただ、実践(practice)という概念が何を意味しているのかとい

うのが曖昧であり、また、産業界、学生、教員の三者の間でも必ずしも同じイメージをもってい

るとは限らない。 

（ア） 学生にとっての実践 

具体的な技術、明日から使える技術、これからの 1 年～2 年程度の時間間隔で必要と

なる知識。Java, PHP, Visual Basic, C#, .NET, Flash といった書店の how-to 本の

タイトルで捉えられる知識。 

（イ） 産業界にとっての実践 

計算機上でプログラムを作成したりする能力、今後の 5 年間で使える技術。ハードウ

ェアの知識も踏まえた上でのソフトウェア開発能力。オペレーティングシステムのソ

ースコードを読みこなせるような能力。必ずしもこの１年で出てきた新しい技術を追

う必要はない。 

（ウ） 教員にとっての実践 

上記の二つのイメージの中間、もしくは、混合。経歴、経験、専門分野によりバラン

スは異なる。 

よって、学生から「カリキュラムが実践的でない」という意見が意味するところは、「明日から

使える技術を教えてくれていない」ということであり、「産業界が要請する実践的技術を教えて」

を必ずしも意味していない。学生の満足度を向上することは重要であることはいうまでもない。

一方で、産業界の要望する人材を輩出することも重要である。ITTC がどういう「実践的な人材」

を輩出するのかということは、今後とも明確なイメージを教員やプロジェクトのメンバーの間で

継続的に共有していくことが重要である。 

 

（提案）学生の持つ「実践」の認識が間違っているならば、機会を見つけて修正できるよう説明

をおこなうことがよいだろう。また受験生に対して「真の実践とは何か？」ということの広報も

重要である。 

 

3-4 今後のプロジェクトの進め方に関する事項 
（1）ITTC の組織能力向上による自立発展性確保 

プロジェクトが一定の成果を挙げていることもあり、CP と UP 本部のプロジェクトへの理解度

とオーナーシップ・レベルは高まっている。ITTC スタッフの意欲とコミュニケーション・レベル

も高いが、予算計画・管理を含めた一貫した年度計画、中期計画がなく、日系企業を始めとする

主要支援企業との緊密なコンタクトは日本人専門家に依存するなど、組織的な運営能力の整備・

向上に多くの余地がある。今後、組織的な業務運営・管理制度の構築・改善を通じた組織能力向
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上が必要である。 

（2）ITTC の財務面での自立発展性 

本プロジェクトに対して現在は UP が補助金を支給しており、2005 年予算では収入に占める補

助金シェアが約 50%に達した。UP はすべての学部、大学院の運営費に関して補助金を支出してい

るが、UP-ITTC の場合、フルタイムコースの学費が年間 8 万ペソと高額であることから学生 1 人

あたりの補助金比率が高めに設定されているという。今後、UP-ITTC の運営が軌道に乗るにつれ

て学生 1 人あたりの補助金は UP 平均の水準に縮小されることが想定され、さらに長期的には

UP-ITTC が財務面での自立を求められることが予想される。2006 年 7 月現在、UP-ITTC の単年度

の収支尻と剰余金の累積状況は R/D 締結時に想定した水準に若干、足りないもののほぼ見合うも

のであり（表-1 参照）、その点では本プロジェクトが財務面でも順調に運営されていると評価で

きる。しかし、独自収入を確保し柔軟な予算計画・運用を図るために設立された UPSTIF の収入を

今後、大幅に増やすとともに 5 年に 1 度程度、発生すると見込まれる機材更新に備えて剰余金を

確実に積み上げていく必要がある。現時点で、UP-ITTC は将来の事業計画と人員計画を適切に反

映した中期的な財務計画を有しているとは言えず、財務計画と予算執行・管理に係わる組織能力

を早急に整備すべきである。この点に関して本中間評価調査において、次回の ITTC 諮問委員会ま

でに中期的な財務計画を策定し報告することが合意された。この作業を確実に実行し、それを踏

まえて ITTC が財務計画・管理の面でも一層の組織能力を備えて自立発展性を確保していくことが

望まれる。 

 

表-1   2006年7月現在のUP-ITTCの予算・決算状況
（単位：1,000ペソ）

暦　年 　 2004 　 　 2005 　 2006 2007

　 RD* 計画 実績 RD* 計画 実績 RD* 計画 RD* 計画

ITTC フルタイムコース授業料 0 0 0 1,200 2,895 950 3,000 2,500 3,600 -

フィリピン大学補助金* 5,000 5,248 5,248 3,500 6,439 6,439 2,000 5,297 0 -

収　入 パートタイムコース授業料 760 0 0 4,560 500 290 6,480 1,250 9,840 -

UPSITF 特別セミナー 1,600 0 0 3,200 3,400 4,101 3,200 6,800 6,400 -

　 奨学金、寄付金 100 0 0 1,100 0 1,009 1,100 1,200 1,100 -

合　計 　 7,460 5,248 5,248 13,560 13,234 12,789 15,780 17,047 20,940 -

 フルタイムコース運営費 - 0 0 - 2,420 194 - 2,970 - -

ITTC ITTC専任スタッフ給与 488 2,516 236 1,638 2,728 1,516 2,184 2,138 3,042 -

 パートタイム講師謝金 40 0 0 1,020 0 1,035 3,190 0 3,700 -

 その他 　 4,768 2,732 5,011 5,776 3,711 3,887 5,751 3,159 6,259 -

支　出 　 講師謝金 40 0 0 80 500 429 80 1,100 160 -

　 UPSITF 特別セミナー運営費 500 0 0 1,000 2,000 2,870 1,000 3,500 2,000 -

 その他 　 160 0 0 1,086 310 320 1,308 1,000 1,504 -

合　計 　 5,996 5,248 5,248 10,600 11,669 10,252 13,513 13,867 16,665 -

収　支 　 単年度 1,464 0 0 2,960 1,565 2,537 2,267 3,180 4,275 -

（剰余金） 累　積 1,464 0 0 4,424 1,565 2,537 6,691 5,717 10,966 -

（注）　 * 「RD」の数字は2004年11月22日付で締結されたR/D添付資料（AnnexVI）に記載されている数値。他の数値はUP-ITTC提供資料に基づく。

** 本プロジェクトの設計時には、5年に1度程度の機器更新に備えて剰余金（累積黒字）を積み上げる必要があると想定された。

　今後、UP-ITTCが実際の機器更新費を詳細に見積もる必要があるが、仮に約90万ドル（約1億円＝約4,500万ペソ）が必要だとすれば、

　これを賄うには毎年、18万ドル（約900万ペソ）程度の剰余金を継続的に積み上げていく必要がある。  

 

（3）研修内容・実施方法のさらなる改善 

PhilNITS 合格率と日本語試験合格率が低いことに代表されるように、研修内容・実施方法のさ

らなる改善が必要である。(i) 日系企業からのニーズの高い日本語研修に係わる日本語専任講師
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または日本語マネージャーの配置、及び日本側インプットの拡充（JOCV、シニアボランティアの

活用）、(ii) PhilNITS 関連分野以外の、研修リソース（教材、インストラクションガイド等）の

標準化・共有化と保管・更新等に係わる管理（精度）向上、(iii) ITTC 科目の MS 履修認定の推

進、等が具体例である。 

（4）将来的なインパクト拡大に向けて 

UP は新学長の下で 2008 年の創立 100 周年に向けた記念事業の企画・検討を行っている。その

中で産業界人材のニーズに合うコースを運営する「メトロマニラ・サテライト・キャンパス」を

フォートボニファシオに設立することを検討しているという。この流れの中で ITTC の目的と活動

に対する関心が高まっており、ITTC 活動の一部を同キャンパスで実施したいとするコメントが

UP-ITTC 所長から出された。その際には、１教室分の機材供与を含めた日本側の支援を期待して

いる模様である。土地手当てを含めたキャンパス自体の具体計画の設計・推進はこれからの段階

と見られるが、無償資金協力に係わる要請が出されている UP の IT/テクノパーク事業と併せて、

動向を注視する必要がある。また、ITTC 所長は UP セブでの ITTC サテライト開設に意欲を持って

おり、日系 IT 企業の一部もセブの IT パーク向の人材供給基地強化ニーズを有している。上記の

状況やニーズを背景として、UP が UP 他キャンパスや他大学において ITTC 活動（産業界ニーズに

合致する IT 人材育成）の拡張を展開する際に、日本側がどのような支援を実施していけるかどう

かについて今後、留意していく必要がある。特に、本中間評価調査の UP 側署名者である企画・財

務担当の UP 副学長は日本の無償資金協力の実現に強い期待感を表明した。我が国が IT 人材育成

分野で無償資金協力や技術協力プロジェクトの継続を検討する場合には、UP ディリマンでの

UP-ITTC フルタイムコース拡充を基本的な目的としつつ、フィリピンの中小企業を含めた IT 産業

界のビジネス人材育成の視点を加えたメトロマニラでの ITTC 活動の拡大・拡充を視野に入れるこ

とも、より効果的な我が国支援を実現するという点から重要だと考えられる。 
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